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道内景気は、緩やかに回復している。生産活動は一進一退の動きとなっている。需要面を

みると、個人消費は、大型小売店販売額が前年を下回ったものの、新車販売台数の回復が続

くなど、緩やかに回復している。住宅投資は、基調として横ばいとなっている。設備投資・

公共投資は、持ち直している。輸出は緩やかに持ち直している。観光は、外国人入国者数が

好調を維持している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を下回った。消費者

物価は、１０か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに減少

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１０月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１．７ポイン

ト上回る４９．２となり、２か月ぶりに上昇し

た。また、横ばいを示す５０は２か月連続で下

回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

と同じ５１．４となり、横ばいを示す５０を３か月

連続で上回った。

９月の鉱工業生産指数は９４．６（季節調整済

指数、前月比▲３．０％）と２か月ぶりに減少

した。前年比（原指数）でも▲１．４％と１１か

月ぶりの減少であった。

業種別では、石油・石炭製品工業等４業種

が前月比上昇、パルプ・紙・紙加工品工業等

の１２業種が前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１２月号
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３．百貨店等販売額～４か月ぶりに減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車

千台 ％

9876543229/112111028/9

30

20

15

10

5

0 -5

0

5

25

25 20

15

10

４．乗用車新車登録台数～１４か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～２か月ぶりに減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

９月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲１．２％）は、４か月ぶりに前年

を下回った。

百貨店（前年比▲８．９％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他の全ての品目で

前年を下回った。スーパー（同＋１．１％）

は、衣料品、その他は前年を下回ったもの

の、身の回り品、飲食料品は前年を上回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋０．８％）

は、２か月ぶりに前年を上回った。

９月の乗用車新車登録台数は、１６，６７０台

（前年比＋５．６％）と１４か月連続で前年を上

回った。車種別では普通車（同▲４．３％）が

前年を下回ったが、小型車（同＋１７．１％）と

軽乗用車（同＋６．１％）が前年を上回った。

４～９月累計では、９５，８３３台（前年比

＋１０．２％）と前年を上回っている。普通車

（同＋４．９％）、小型車（同＋１１．５％）、軽乗用

車（同＋１４．９％）といずれも前年を上回って

いる。

９月の札幌ドームへの来場者数は、３５３千

人（前年比▲２４．１％）と２か月ぶりに前年を

下回った。内訳は、プロ野球が２９７千人

（同▲２２．３％）、プロサッカーが３７千人（同

＋２０７．９％）、その他が１９千人（同▲７３．１％）

だった。

１試合あたりの来場者数は、プロ野球が

２６，９９１人（同▲２２．３％）、プロサッカーが

１８，３４２人（同＋５４．０％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月ぶりに増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～３か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～３か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

９月の住宅着工数は、３，６５３戸（前年比

＋６．４％）と２か月ぶりに前年を上回った。

利用関係別では、持家（同＋３．５％）、貸家

（同＋５．９％）、給与（同＋５８２．４％）、分譲

（同▲１１．４％）と分譲を除いて増加した。

４～９月累計では、２１，７５５戸（前年比

＋１．６％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋０．０％）、貸家（同

＋０．６％）、給与（同＋４５．８％）、分譲（同

＋７．４％）と全項目で増加している。

９月の民間非居住用建築物着工面積は、

２４０，７７０㎡（前年比＋１３．３％）と３か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲２３．９％）が前年を下回ったが、非製造業

（同＋１６．３％）が前年を上回った。

４～９月累計では、１，３３５，３１８㎡（前年比

＋１４．５％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲７．３％）が前年を下回って

いるが、非製造業（同＋１７．３％）が前年を上

回っている。

１０月の公共工事請負金額は、４８８億円（前

年比＋１５．６％）と３か月連続で前年を上回っ

た。発注者別では、国（同▲０．６％）、その他

（同▲４１．２％）が前年を下回ったが、独立行

政法人（同＋９３．４％）、北海道（同＋５８．０％）、

市町村（同＋７．５％）が前年を上回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～９か月ぶりに減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～１６か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出は３か月ぶりの減少

貿易動向

（資料：函館税関）

９月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，３０２千人（前年比▲２．３％）と９か月ぶ

りに前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同▲０．２％）とJR（同▲２５．１％）が前年

を下回ったが、フェリー（同＋３．０％）が前

年を上回った。

１～９月累計では、１０，４０４千人と前年を

２．１％上回っている。

９月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１１９，９１５人（前年比＋２３．７％）と１６か月

連続で前年を上回った。４～９月累計では、

７８１，７６３人（同＋２６．８％）と前年を上回って

いる。

空港・港湾別では、新千歳空港が１０５，９７３

人（前年比＋３６．６％）、函館空港が６，８７３人

（同▲１７．８％）、旭川空港が２，００９人（同

▲５０．７％）だった。

９月の貿易額は、輸出が前年比１０．１％減の

２９０億円、輸入が同１６．８％増の９１３億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、魚介類・同調整

品、船舶などが減少した。

輸入は、石炭、原油・粗油、その他の雑製

品などが増加した。

輸出は、４～９月累計では１，８６６億円（前

年比＋３．１％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は４か月連続で前年を下回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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平成27年
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１４．消費者物価指数～１０か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

９月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１５倍（前年比＋０．０５ポイント）と９２か

月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋３．０％上昇し２か

月連続で前年を上回った。業種別では、医

療・福祉（同＋１２．０％）、建設業（同＋１２．１％）、

宿泊業・飲食サービス業（同＋６．９％）など

が前年を上回ったが、サービス業（同

▲８．３％）、卸売業・小売業（同▲５．９％）な

どが減少した。

１０月の企業倒産は、件数が２０件（前年比

▲９．１％）、負債総額が３８億円（同＋４４．４％）

だった。件数は４か月連続で前年を下回っ

た。負債総額は２か月連続で前年を上回っ

た。

業種別では、建設業が６件、サービス・他

が５件、卸売業が４件などとなった。

９月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１００．７（前月比＋０．１％）と２か

月連続で上昇した。前年比は＋１．２％と、１０

か月連続で前年を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、９月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は概ね安定して推移している。石油製品の価

格も、概ね安定して推移している。

道内経済の動き
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１．雇用の現状

・雇用人員判断DI（△６６、「過剰企業の

割合」－「不足企業の割合」）は前年同

期に比べ１２ポイント低下した。人員が

「不足」と回答した企業の割合は６８％と

なり、人手不足感がさらに強まってい

る。〈図１〉

２．人手不足対応等

（１）今年度以降の人手不足対応策

「中途採用強化」（５４％）、「業務の効率

化を進める」（４５％）、「新卒採用の強化」

（４０％）が上位を占める一方で、「省力化

投資を行う」（１４％）、「出産・育児等によ

る離職者の呼び戻し・優先採用」（２％）

は相対的に低水準。〈表７〉〈図４〉

（２）今後の雇用方針

雇用方針DI（＋５７、「増員する企業の

割合」－「減員する企業の割合」）は前

年同期比７ポイント上昇。〈図３〉

特別調査

人手不足感さらに強まる中、１４％が省力化投資を予定
道内企業の雇用の現状と人手不足対応等について

〈図１〉従業員の過不足感（雇用人員判断DI）

雇用人員判断DI
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
雇用と賃金の現状について

回答期間
平成２９年８月中旬～９月上旬

本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「増員する企業の割合」－「減員する企業の割
合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

（項 目） 要 点

�業種別の過不足感＜表１＞ 非製造業の不足感が強い。特にホテル旅館業・建設業・運輸業は７０％を
超える水準。

�職種別の過不足感＜表２＞ 技能職（△６５）の不足が深刻。一般事務（△１４）の不足感も前回比で６
ポイント悪化。

�地域別の過不足感＜表３＞ 全ての地域で不足感強まっている。道北（△７３）が大きいが、前回比で
は道南（△５９）が１６ポイントの悪化と大きい。

企業数 構成比 地 域
全 道 ４３９ １００．０％
札幌市 １７４ ３９．６ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９７ ２２．１
道 南 ３９ ８．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５７ １３．０ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７２ １６．４ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７０２ ４３９ ６２．５％
製 造 業 １９７ １１６ ５８．９
食 料 品 ６８ ４３ ６３．２
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １８ ５４．５
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３６ ６０．０
そ の 他 の 製 造 業 ３６ １９ ５２．８
非 製 造 業 ５０５ ３２３ ６４．０
建 設 業 １３８ ８７ ６３．０
卸 売 業 １０５ ６５ ６１．９
小 売 業 ９３ ５３ ５７．０
運 輸 業 ５３ ３６ ６７．９
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２４ ６８．６
その他の非製造業 ８１ ５８ ７１．６

１．雇用の現状

調 査 要 項

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 過 剰 ２ ５ ５ ０ ６ １１ １ ０ ５ ２ － － －

（か な り 過 剰） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （２）（５）（５）（－）（６）（１１）（１）（－）（５）（２）（－）（－）（－）

� 適 正 で あ る ３０ ３４ ３６ ５６ ２２ ３２ ２８ １７ ５３ ３２ ２３ ４ ２６

� 不 足 ６８ ６１ ６０ ４４ ７２ ５８ ７１ ８３ ４２ ６６ ７７ ９６ ７４

（や や 不 足） （５７）（５２）（４５）（４４）（６４）（５３）（５９）（６２）（４１）（５７）（６０）（８８）（６６）

（か な り 不 足） （１１）（９）（１４）（－）（８）（５）（１２）（２１）（２）（９）（１７）（８）（９）

雇用人員判断DI�－� △６６ △５６ △５５ △４４ △６６ △４７ △７０ △８３ △３７ △６４ △７７ △９６ △７４

前年同時期 雇用人員判断DI △５４ △３３ △４７ △３５ △２６ △２１ △６２ △７４ △４１ △４７ △６８ △９４ △６４

〈表１〉業種別の過不足感

特別調査
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（単位：％）

（項 目） 札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東
� 過 剰 ３ １ ８ ０ １

（かなり過剰） （－） （－） （－） （－） （－）
（やや過剰） （３） （１） （８） （－） （１）
� 適正である ２８ ３４ ２６ ２７ ３２

� 不 足 ６９ ６５ ６７ ７３ ６７

（やや不足） （５８） （５７） （６２） （５５） （５７）
（かなり不足） （１２） （８） （５） （１８） （１０）
雇用人員判断DI�－� △６６ △６４ △５９ △７３ △６６

前年同時期 雇用人員判断DI △５４ △５２ △４３ △６０ △５８

（単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技能職 その他
� 過 剰 ４ ２ ２ ２

（かなり過剰） （－） （－） （－） （－）
（やや過剰） （４） （２） （２） （２）
� 適正である ７８ ５２ ３２ ６４

� 不 足 １８ ４７ ６７ ３４

（やや不足） （１８） （４２） （５４） （２８）
（かなり不足） （－） （５） （１３） （６）
雇用人員判断DI�－� △１４ △４５ △６５ △３２

前年同時期 雇用人員判断DI △８ △３７ △５４ △２１

〈図２〉職種別の雇用人員判断DI

〈表２〉職種別の雇用人員判断DI

〈表３〉地域別の過不足感
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54

40

31
24 22

2

45

10 9 6 5

28

17 19 16 14

36

人材の採用
体制の見直し

その他

雇用条件・教育訓練

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�中途採用強化
① ② ② ② ① ① ① ① ① ① ① ① ①
５４ ４４ ３７ ４６ ４４ ５９ ５８ ６３ ５２ ５４ ７３ ５８ ５２

�業務の効率化を進める
② ① ① ① ② ② ② ② ③ ③ ② ②
４５ ５１ ５６ ５５ ４１ ５３ ４３ ３７ ４８ ４２ ３９ ５４ ４５

�新卒採用強化
③ ③ ③ ③ ② ② ③ ②
４０ ３０ ２４ ３６ ３８ ２４ ４３ ６１ ３４ ４６ ２４ ４２ ３５

�募集賃金を引き上げる
④ ③ ③ ③ ③
３１ ２６ ３２ １８ ２９ １２ ３２ ３３ ２３ ４２ １５ ５０ ３６

�定年延長や再雇用等によ
る雇用延長

⑤ ② ③ ②
２８ ２１ １７ ４６ ２１ １８ ３１ ３９ ２６ ２１ ４２ ２５ ２８

�採用対象の拡大
③

２４ ２４ ３２ ９ ２９ ６ ２４ ２９ １８ ２１ ３０ ２１ ２６

�募集時の処遇・労働条件
を改善

２２ １６ ２７ １８ ９ ０ ２４ ２１ ２６ ２３ ２７ ２９ ２１

	社内人材の多能工化 １９ ２１ １２ ２７ ３２ １８ １９ １７ １８ １５ １８ ２１ ２６


非正社員から正社員への
登用

１７ １４ ２０ ２７ ６ ６ １８ １１ ８ ３１ １５ ３３ ２２

�社内人材を再教育・再配
置

１６ １６ １０ ２７ １５ ２４ １６ １２ ２６ ８ １８ ２１ １６

�省力化投資を行う １４ １８ １７ ３６ １５ １８ １３ １６ ８ １３ １２ １７ １２

社内人材を配置転換 １０ １１ １０ ９ ６ ２４ ９ ４ ５ １７ ３ ２１ １４

�周辺業務の外部委託化 ９ ７ １２ ０ ０ １２ ９ １０ １０ ８ １２ １３ ７

�非正社員の活用 ６ ７ １２ ０ ０ １２ ６ ６ ５ ８ ３ ４ ９

�既存人材の時間外労働を
増加

６ ７ ５ ０ １２ ６ ６ ５ ５ ８ ６ １３ ５

�事業の縮小・見直し ５ ５ １０ ０ ３ ０ ５ ０ ０ １７ ３ ４ ７

�出産・育児等による離職
者の呼び戻し・優先採用

２ ２ ２ ０ ０ ６ １ ０ ２ ２ ３ ４ ０

�その他 ３ ３ ５ ０ ３ ０ ３ ２ ２ ４ ０ ４ ３

２．人手不足対応等
（１）今年度以降の人手不足対応策
〈表７〉、〈図４〉今年度以降の人手不足対応策

（単位：％）

〈図４〉

特別調査
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全産業全産業

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�正社員 ９６ ９４ ８３ １００ １００ １００ ９７ ９８ １００ ９６ １００ ８６ ９２
（９３）（８８）（６９）（１００）（９４）（１００）（９５）（９５）（１００）（８７）（１００）（９０）（９４）

�パート・アルバイト ２９ ３３ ５６ １４ １９ ３８ ２７ １１ １９ ５４ １５ ５０ ４３
（３６）（４３）（７５）（２５）（２８）（２９）（３４）（１３）（２６）（７０）（３５）（９０）（３５）

�派遣社員 ５ ９ １１ － １０ １３ ４ ６ － ４ － １４ ３
（９）（１４）（１９）（１３）（１１）（１４）（７）（１１）（４）（－）（－）（１０）（１０）

（ ）内は前年調査

（項 目） 要 点

�今後の雇用方針 ＜表５＞
製造業、非製造業ともに上昇。鉄鋼・金属製品・機械、運輸
業、建設業が１０ポイント超上昇。

�雇用形態 ＜表６＞
雇用形態は「正社員」のみ上昇。「パート・アルバイト」、「派遣
社員」は低下。

（２）今後の雇用方針

〈表６〉増員分の雇用形態（複数回答）

〈図３〉今後の雇用方針（雇用方針DI）

雇用方針DI（１０月）

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�人員を増加する ５９ ４７ ４４ ３９ ５８ ４２ ６３ ７５ ４８ ５３ ７７ ６３ ６４
（５３）（４２）（４４）（４５）（４６）（２９）（５７）（６５）（４４）（５１）（６２）（５６）（６２）

�現状維持とする ３９ ５０ ５１ ６１ ４２ ５３ ３６ ２５ ５０ ４３ ２３ ３８ ３４
（４４）（５２）（５４）（５５）（４４）（６３）（４１）（３３）（５６）（４１）（３８）（４４）（３８）

�人員を削減する ２ ３ ５ － － ５ １ － ２ ４ － － ２
（３）（６）（３）（－）（１０）（８）（２）（２）（－）（８）（－）（－）（－）

雇用方針DI�－� ５７ ４４ ３９ ３９ ５８ ３７ ６２ ７５ ４６ ４９ ７７ ６３ ６２

前年同時期 雇用方針DI ５０ ３６ ４１ ４５ ３６ ２１ ５５ ６３ ４４ ４３ ６２ ５６ ６２
（ ）内は前年調査

〈表５〉今後の雇用方針
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今回の調査では、道内企業の人手不足対応（複数回答）として、５４％の企業が「中途採用

強化」をあげ、「業務効率化」が４５％、「新卒採用強化」も４０％に上りました。一方、今後も

道内の生産年齢人口減少が見込まれる中、「省力化投資」は１４％、教育訓練関連（人材への

投資）も「社内人材の多能工化」１９％、「社内人材の再教育・再配置」１６％にとどまってお

り、生産性向上への官民挙げての取り組み強化が重要な課題となりそうです。以下で、企業

から寄せられた生の声をご紹介します。

【雇用全般に関する意見】

＜乳製品製造業＞ 新卒は、進路指導の先生

に確認するも応募がない模様。生徒数の減少

に加え、地元就職の希望者もほとんどおらず、

１次募集・公務員試験に失敗した生徒の応募

を待つ状況。中途採用は、ハローワークに募

集をかけるも動きなし。製造業の希望者が少

ないとのこと。非正規社員の正社員登用も検

討中だが効果を疑問視する声も出ている。

＜機械器具製造業＞ 今後を担う若手の採用

を進めたいが、雇用延長をした社員の退職目

処がつかず、新規採用ができない状態となっ

ている。

＜住宅建築業＞ 新人・新卒者で、取引先と

のコミュニケーション不足による問題が多く

なっている。

＜電気工事業＞ 大きな企業が新卒採用を増

やすとその影響で採用が難しくなってくる。

社員の再雇用による雇用延長も６５才～７０才位

までが限界のようである。

＜土木建築サービス業＞ 昨年まで内々定の

辞退は無かったが、今年は全員（３名）の辞

退が発生。新卒採用活動を延長（第二次募

集）した。

＜機械器具卸売業＞ 人材教育が不十分で、

若手社員の定着率が低い傾向。代休の利用も

増やしているが顧客からはサービスの低下と

受け取られる面もある。

＜機械器具卸売業＞ 技術職志望の学生自体

が圧倒的に少ない。また「メンテナンス」対

応により労働時間が不規則になる事を敬遠す

る学生が多い。

＜リサイクルショップ＞ 賃金を上げても良

い人材が揃うとは限らないため、今後もOJT

で社員教育をしていく。継続的に若手を育て

る事で働きやすい環境づくりに取り組む。

＜運輸業＞ 昨年の台風災害からの復興・復

旧工事により、仕事量が増加。ドライバー不

足が深刻さを増している。

＜都市ホテル＞ 繁忙期に昨年を上回る売上

が続いた事で人材不足が浮き彫りとなった。

勤務時間の延長や休日返上等がサービス低下

につながるのを防ぐため至急募集活動を行っ

た。

経営のポイント

道内企業の人手不足対応は、「採用強化」と「業務効率化」が中心
〈企業の生の声〉

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１２月号
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【人手不足対応等に関する意見】

＜観光ホテル＞ 元来人材募集に苦慮してい

る上、２－３年での離職率が高い。最低賃金

の上昇も新卒の賃金引上げにつながり人件費

を圧迫している。

＜廃棄物処理業＞ 続けざまの最低賃金上昇

で給与体系全体の見直しをしなければならな

くなった。結果としてかなりきつい人件費増

となっている。

＜食料品製造業＞ 外国人実習生の受け入れ

予定もあり、中長期的な採用計画が順調に軌

道に乗ってきている。今後も外国人を中心に

計画的な採用を行い、良い状態を継続したい。

＜飲料品製造業＞ 近隣町村だけでは人員確

保が難しく、現在、単身者用の社員寮を建築

中。

＜酒類製造業＞ 量よりも質を重視し、所要

人員の削減と必要な人材の確保に注力してい

る。従来の年功的な給与制度を、個々人の努

力や能力の発揮に対して適切に応えられる制

度にしていく必要がある。

＜製菓業＞ 思うような人員確保ができず、

やむなく派遣に頼っているが、結果として人

件費は上昇。

＜金属製品製造業＞ 新入社員を２－３年で

戦力化できる教育方法を模索中。また今の若

者は、仕事に対する考え方が以前と大きく異

なっているが、企業はそれを受け入れ、風土

や仕組みを変えていかなければならないと感

じている。

＜金属製品製造業＞ 本社と工場で別会社と

なっているが、今後、合併することを検討し

ている。

＜機械器具製造業＞ 理系新卒者は大企業・

中堅企業を中心に就職活動をしており、中小

企業への応募は少ない。今春の新入社員（文

系大卒・高卒）については、教育方法を見直

した結果、現時点で退職者は出ておらず、前

年と比較して定着率は大幅に改善した。

＜建設業＞ 今まで実績がない新卒者の採用

を行い、育成に時間と費用をかけていく予

定。新卒者を受け入れる社内体制の整備も進

めていく。

＜建設業＞ 売手市場であり、大卒者に内定

を出したが蹴られた。自社の強み（社員を大

切にする、働き甲斐があり明るい、給与も低

くない）をアピール強化したい。来春採用に

向け今後も２次募集をかけていく。

＜建設業＞ 採用後の教育訓練制度やキャリ

アパスを、明確に示せない点が課題。今後、

制度設計やコンテンツ作成などを行い、若者

が人生設計できる会社としていく。

＜建設業＞ 数年がかりとなったが、来年度

は新卒（高専・大学）が４名内定している。

今後も継続的に新卒採用していきたい。

＜住宅建築業＞ 地方の中小企業は、学生に

対する知名度がないので、学校や先生とのコ

ミュニケーションを強化し、インターンシッ

プの積極的な受け入れにも取り組んでいる。

経営のポイント

― １２ ―ほくよう調査レポート ２０１７年１２月号

ｏ．２５７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１１～０１３　経営のポイント  2017.11.20 19.42.18  Page 12 



＜電気通信工事業＞ 技術者不足は外注先も

同じであり、元請・下請一体で考えても施工

体制脆弱化の懸念がある。新卒・中途とも採

用強化とともに、既存社員の教育訓練と能力

開発を進める。

＜鋼材卸売業＞ 新卒の応募が少ない。当社

では、学生の心をつかむ取組みが必要と考

え、手始めに地元の「ワークライフバランス

認定制度」認定事業所となり、安心感を持っ

てもらえるようにした。

＜鋼材卸売業＞ 現状は売手市場で、通常

ルートでは人材確保が困難になっているが、

離職者の呼び戻しや同業者からの紹介等で対

応している。出産で離職した職員の場合、子

どもが保育所に預けられる年になると復帰に

は前向き。仕事と子育ての両立について相談

し、パート勤務の形としているが経験者とし

て貴重な戦力になっている。

＜機械器具卸売業＞ 初任給は中小企業家同

友会からの統計値を参考に、頑張った金額と

している。しかし完全週休２日制でない事や

戦力になるほど超過勤務が増加する事などか

ら人気はない。

＜燃料小売業＞ 新卒での応募は無く、中途

採用もしくは他社からの再雇用・再々雇用で

つないでいくしかない。

＜ソフトウェア開発業＞ 中途採用は常に

行っているが、専門性が高い職種でありなが

ら教育不足の傾向。離職率も高い。Uターン

者の面接からは、賃金は必ずしも高い必要は

ないが、働き方を含めた先行きの「見える

化」は重要と感じる。高齢の職員も増えてお

り、就業規則の再整備が必要。

＜建設機械器具リース＞ 中途採用を中心に

していた結果、社員の年齢構成が偏り、この

数年で定年となる人員が急増。若手人員の採

用と技能向上が急務の課題となっている。今

後は高卒者・職業訓練校修了者・自衛隊退官

者等へ枠を広げ、積極的に若手の採用を図

る。

＜廃棄物処理業＞ 雇用の安定化で人材の流

出を防ごうと、数年前より非正社員の正社員

登用を実施。現在はすべての社員が正社員と

なっている。また一人一人の社員とコミュニ

ケーションをとるための予算も新設した。

経営のポイント

― １３ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１２月号
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― １４ ―ほくよう調査レポート ２０１７年１２月号

＜ポイント＞

○科学的な手法によって「価値ある提供物」を創り供することが北海道マーケティングの核心

○新しい顧客（ビジター）セグメントと「経験価値」に基づく提供物の創造が成功の鍵を握る

○まずは、世界標準の「デスティネーション・マーケティング・プラン」づくりから始める

１．北海道マーケティングは科学である

マーケティングは、科学である。また、広義のマーケティングは、顧客や社会全体のニーズに

応えて「価値ある提供物」を創り供することである。したがって、北海道をマーケティングする

ということは、『北海道が顧客や社会のニーズに応え、「価値ある提供物」を科学的に創造し供す

ること』にほかならない。

順を追ってわかりやすく説明する。一般的な科学の定義は、理論や手法があり客観的データに

よってそれを検証できることである。マーケティングにあてはめてみると、まず理論や手法は

整っている。権威のある米国マーケティング協会（AMA）によれば、マーケティングとは「一

般顧客、得意先客、パートナー、そして社会全体にとって価値ある提供物を、創造し、コミュニ

ケーションし、配送し、交換するところの、活動、一連の制度及び過程である」と定義されてい

る（２０１３年）。こうした定義のもとで、マーケティングでやるべきことは、きっちりと体系化さ

れている。伝統的な理論では、目標設定→調査→市場戦略立案→マーケティングミックス計画策

定→実行→分析評価が標準的な流れとなっており、この中に組み込まれているSWOT分析（強

み、弱み、機会、脅威の分析）やセグメンテーション（市場／顧客細分化）の考え方などは、標

準的な手法として世界に広まっている。

次に、客観的データによる検証についてみると、最近のデジタル技術やデータサイエンスの発

達により、各種の顧客調査のデータや分析結果の精度がおおきく向上しつつある。このため最近

のマーケティングでは、理論や手法が正しいかどうかをデジタルデータにもとづき検証できるよ

うになってきている。

以上のことをふまえると、マーケティングは科学であると考えてよい。科学としてのマーケ

ティングを使いこなし、北海道をより元気にしていくこと、それが北海道という「デスティネー

ション（目的地）」のマーケティングである（以下、それを北海道マーケティングと呼ぶ）。言い

かえると、北海道マーケティングとは、道内のさまざまな担い手（企業、機関、団体等）が、顧

客や社会全体のニーズをふまえて「価値ある提供物」を創造し供することである。

北海道が取り組んでいくべき、科学的なデスティネーションマーケティングの体系は、図表１

に示すとおりである。現在道内では、観光振興にむけてマーケティングの取り組みが始まってい

経営のアドバイス

北海道をでっかくマーケティングするための接近方法
～科学的なデスティネーションマーケティングのすすめ～

北海道大学大学院国際広報メディア・観光学院教授

北村 倫夫
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経営のアドバイス

― １５ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１２月号

マーケティングの項目 内容

ビジョン ■どのようなデスティネーションづくりを標ぼうするかの決定

目標・目的 ■マーケティングの目標（表現と数字）の決定

外部環境分析 ■経済社会動向分析、競合／市場（顧客）分析

内部環境分析 ■集客資源分析、ビジネスパワー分析、マンパワー分析、インフラ分析等

環境統合分析 ■SWOT分析＜強み、弱み、機会、脅威＞

Ｓ：セグメンテーション
■潜在顧客（ビジター）のタイプを細分化
＜心理的特性、人口動態的特性、地理的特性、行動的特性による分類＞

Ｔ：ターゲティング ■潜在顧客のタイプのうち、どれを標的とするかの決定

Ｐ：ポジショニング ■潜在顧客の「心」における位置付けの明確化＝地域ブランディング

Ｐ：商品（サービス、製品）
■サービス／製品のコンセプト、デザイン・サイズ、品質水準、商品パッ
ケージ、アフターサービス等の決定

Ｐ：価格 ■標準価格、ディスカウント価格等の決定

Ｐ：流通・場所
■サービスの場合は、最適立地・空間の選択
■製品の場合は、販売チャネルの最適化

Ｐ：プロモーション
■統合型マーケティングコミュニケーションの展開
＜広報・PR、販促活動・イベント、パブリシティ等＞

Ｐ：人 ■サービスデリバリー人材の養成

Ｐ：物的要素
■サービス商品に関係する物理的事物・環境の最適化
＜空間、装置、備品、服装、自然、温度・湿度、照度等＞

Ｐ：過程 ■顧客の視点に立ったサービス提供過程の決定

実行 ■マーケティングミックス計画の実行

成果評価 ■評価指標とベンチマーク設定、データサイエンスによる成果評価

図表１ 科学的なデスティネーションマーケティングの体系

目標設定

内外環境調査

市場戦略立案（STP）

マーケティングミックス
計画策定（７つのＰ）

計画実行

分析評価

（出典）筆者作成

るが、大ぐくりな観光見込み客の選定とPRプロモーションにとどまっている例が多い。それら

はマーケティングの一部にすぎず、全体を成功に導くためには、より多くの科学的なステップを

こなしていかなければならない。特に力を入れるべきは、外部環境である他の競合地や市場（顧

客）の正確な分析、新しい潜在顧客（ビジター）タイプの細分化、統合型マーケティングコミュ

ニケーションの展開、サービスデリバリー人材の養成、データーサイエンスによるマーケティン

グの成果評価などである。

２．北海道マーケティングの要点１：新しい潜在顧客（ビジター）像を描きターゲットとする

日本では、デスティネーションマーケティングを「目的地への観光客（旅行客）の誘客」を目

的とした活動ととらえることが一般的である。

しかし、本来デスティネーションとは、さまざまな目的をもった訪問者（ビジター）の目的地

のことを意味する。したがって、デスティネーションマーケティングの本質は、いろいろな目的

をもった訪問者に、彼らのニーズにあった「価値ある提供物」を供し、できるだけ多く来訪・滞

在・消費してもらうようにすることである。この考え方のもとで、北米や豪州では、マーケティ

ングの対象となる潜在的顧客のことを「オーディエンス（audience）」や「ブランド－ペルソナ

（Brand-Persona）」などと呼び、旅行客（トラベラー）はもちろんのこと、それ以外にさまざまな

顧客タイプを設定している。対象とする顧客を観光客（旅行客）にほぼ限定した、日本のデス

ティネーションマーケティングは、市場拡大の機会をおおきく逃しているといわざるを得ない。
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経営のアドバイス

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１７年１２月号

旅行者タイプのプロファイル項目

■旅行者タイプ
■全体マーケットに占める割合
■人口動態的特性（デモグラフィックス）

男女比
教育水準
世帯所得
年齢階層
ライフステージ

■社会的価値観
上位の価値
下位の価値

■旅行価値観
求める価値
避ける価値

■お気に入りの経験（アクティビティ）
関心のあるアクティビティ
魅力的なアクティビティ

旅行者タイプ 主な特徴（一部例示）

仮想的旅行者
（Virtual Traveller）

旅行することは少ないが、旅行時は、全ての中で最高のもの
を選ぶ。また、事前にしっかり計画を立てる。

自分史探検家
（Personal History Explorers）

自分の祖先や文化的ルーツを探し・理解するために旅行し、
訪ねた土地に浸ることを好む。

面倒を嫌う旅行者
（No-Hassle Travellers）

遠くに出かけるより、短期間の休暇を好む。出かけた際に
は、リラックスすることやシンプルさを求める。

非日常生活体験志向者
（Rejuvenators）

日常生活のストレスから解放され、勝手気ままに過ごすこと
を好む。短期で慣れ親しんだ場所にいくことが多い。

自由精神人
（Free Spirits）

旅行が大好きで、日常生活から解放されることを望む。旅行
の醍醐味は「冒険すること」と感じている。

グループ旅行者
（Group Tourists）

できるだけ楽で、心配の必要がない旅行を志向する。遠くに
出かけるより、短期間の休暇を好む。

穏やかな探検家
（Gentle Explorers）

旅行は少なく、家でリラックスすることを好む。旅行時には
心地良さを求め、家族と一緒に滞在することが多い。

文化史探検家
（Cultural History Explorers）

旅行先は、歴史や文化が豊かな場所を重視する。一人旅や小
グループで旅行し、自分のペースで行動する自由を求める。

図表２ カナダのEQに示される「旅行者タイプ」とプロファイル項目

（出典）参考文献（１）及び（２）をもとに、加筆・修正・加工して作成

そうした潜在的顧客のタイプの想定は、デスティネーションマーケティングの体系でいうと市

場戦略（STP）にあたる部分である。市場戦略は、製品・サービスを売り込む市場のターゲット

を決めることであり、「S：セグメンテーション（市場／顧客細分化）」、「T：ターゲティング

（標的市場／顧客の決定）」、「P：ポジショニング（地域の位置づけ）」からなる。この中で最も

重要なのは、セグメンテーションである。

日本のデスティネーションマーケティングの遅れている部分のひとつは、セグメンテーション

である。日本では誘客する観光客のターゲットを決める際に、主に「地理的属性（国・地域

等）」と「人口動態的属性（年齢、性別、家族構成、所得等）」を使うことが一般的である。たと

えば、「誘客のターゲットは、中国の２０～３０歳代の女性層」などの表現である。道内の観光関連

計画等をみても、ターゲット顧客として示される属性は、せいぜいのところ国名、性別、年齢

層、家族構成、所得層、旅行形態（個人か団体か）にとどまっている。

これに対して、北米や豪州では、セグメンテーションが科学的かつ綿密に行われ、効果的な顧

客タイプが想定されている。たとえば、米国のいくつかの例では、顧客タイプを大きく、レ

ジャートラベラー（娯楽旅行者）、ミーティングプランナー（会議計画立案者）、企業・機関の経

営者、有望事業者、広域圏居住者などに分類し、具体的なマーケティング戦略が立案されてい

る。

また、観光客（旅行客）に限っても、実にユニークで多彩な分類が多い。その一例として、カ

ナダのEQ（Explorer Quotient）�を簡単に紹介する。EQは、国の機関であるカナダ・ツーリズ

ム・コミッション（CTC）が開発した、カナダへの潜在的旅行者の新しいタイプ分類にもとづく

革新的な市場セグメンテーションツールであり、多くの地域で利用され効果をあげている。

EQの「旅行者タイプ」の分類は、「サイコグラフィックス（心理学的属性）」の科学により生

み出されたものである。心理学的属性とは、価値観、ライフスタイル、社会階層、宗教などに

よって、顧客を分類するための基準のことである。一般的に、サイコグラフィックスをもとに市

場（顧客）細分化し、マーケティングすることによる効果は非常に高いといわれている。

EQで示される具体的な旅行者タイプとプロファイル項目は、図表２に示すとおりである。
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さらに、EQがマーケティングのツールとして優れているのは、旅行者が自分がどのタイプで

あるかを、探すことができる点にある。ネット上の質問に回答することによって、価値観、生活

スタイル、世界観が反映された分析を通して、自分の旅行者タイプがわかる仕組みになってい

る。このようなカナダEQの例以外にも、北米や豪州などでは、市場（顧客）セグメンテーショ

ンのおもしろい事例がたくさんあり、科学的な北海道マーケティングにとってとても参考にな

る。

なお、余談であるが、最近ニセコを訪れるオーストラリア人スキーヤーが激減しているようで

ある。その競争先のひとつがカナダといわれる。同国の州や都市は、上記のような科学的なデス

ティネーションマーケティングに力を入れており、その成果があらわれているものと想像され

る。北海道やニセコ地域もこうした科学的なマーケティングを早急におこなっていく必要があ

る。

３．北海道マーケティングの要点２：経験価値にもとづく「価値ある提供物」を創り供する

先に述べたように、北海道マーケティングの核心は「価値ある提供物」を創り顧客に供するこ

とである。ではあらためて、北海道にとっての「価値ある提供物」とは何かを考えてみたい。

北海道の「売りは何か」を問うたとき、どこへ行っても誰に聞いてもあがってくるのは、大自

然、景観、食、温泉、雪、花などの「対象物（オブジェクト）」である。しかし、それらによっ

て顧客（観光客）が見いだす価値の探索や分析はほとんどなされていない。すなわち、北海道に

来て、観たり、食べたり、参加したりした人が、「その経験にどのような価値を見いだし、感動

したのか」という視点からの分析は手薄である。

こうした顧客にとっての価値に着眼したマーケティングを「経験価値マーケティング」とい

う。経験価値マーケティングは、米国のシュミット教授が提唱しているものであり、顧客が「心

地よさ」を感じるプラスαの魅力に着眼したマーケティングのことである。経験価値は、図表３
に示されるとおり、「感覚的経験価値」、「情緒的経験的価値」、「創造的・認知的経験価値」など

５つのカテゴリーからなっている。北海道マーケティングの成果をあげていくためには、こうし

た顧客の「経験価値」へ着眼することがきわめて重要である。

北海道の誇る大自然、景観、食、温泉、雪、花などの対象物の多くは、「感覚的経験価値」や

「情緒的経験価値」をもった提供物である。逆に言うと、そうした経験価値をもっているから、

人気があるともいえる。しかし、それはあくまでも対象物起点の発想である。価値起点の発想に

転換すると新しいマーケティングの地平がみえてくる。たとえば、カニ、ホタテ、ポテト、ジン

ギスカンなどの個別の食ではなく、味覚という経験価値に着眼し、「北海道は“異次元味覚”を

提供します」と発想する。そうすれば、個々の食材・料理のポジショニングや棲み分けが容易に

なり、今注目される「スイーツ」、「ワイン・地酒」なども、異次元の味覚価値を体験できるもの

として、より戦略的に売り出すことが可能になる。

一方で、今の北海道には、「創造的・認知的経験価値」、「肉体的経験価値とライフスタイル全

般」、「準拠集団や文化との関連づけ」をもった「価値ある提供物」は、決して多くはない。これ

からは、たとえば、科学に関わる事象・実験・施設の観光資源化（サイエンス・ツーリズム）、
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経験価値のカテゴリー 具体的な意味 観光での展開イメージ（例示）

SENSE
（感覚的経験価値）

視覚、聴覚、触覚、味覚、
嗅覚へのプラスの刺激に
よって得られる経験価値

姿・外観が美しい、音がよい・響く、手触
りがよい、味が美味しい、香がよい等

・味覚を前面に出したブランディング
（例：異次元の味覚体験－ほっかいどう）
・インスタ映えのするスポット開発

FEEL
（情緒的経験価値）

顧客の抱く感情に訴求する
ことで生まれる経験価値

心に響いた、感動した、侘び寂びを感じ
る、夢をみているよう、泣ける、好き、楽
しい、素晴らしい、また経験したい等

・観光スポットでの「語り部」提供
・観光客の場へのコミットメント重視

THINK
（創造的・認知的経験
価値）

顧客の知性や好奇心に訴え
ることで生まれる経験価値

知らなかった、興味が湧いた、知的刺激を
受けた、面白い、ためになる、勉強にな
る、やってみたい、身につけたい等

・科学に関わる事象・実験・施設の観光資
源化（サイエンス・ツーリズム）
・観光施設等の「説明改革」

ACT
（肉体的経験価値とラ
イフスタイル全般）

身体的な経験、ライフスタ
イルそのものに訴えること
で生まれる経験価値

気持ちよかった、ストレス発散になった、
趣味にしたい、また試してみたい、人生変
わった、生き方変えよう等

・日常生活から解放された「心のデスティ
ネーション」を目指したメニュー開発
・アドベンチャートラベル、スポーツツー
リズムの振興

RELATE
（準拠集団や文化との
関連づけ）

特定の文化や集団に属して
いるという感覚を抱くこと
により生まれる経験価値

このクラスに仲間入りできた、通になっ
た、常連になった、仲間になれる、有名に
なった、あの人と同じ体験ができる等

・「通」になる体験プログラム開発
・中流層が富裕層トラベルを体験できる観
光メニュー開発（疑似ラグジュアリーツー
リズム）

図表３ 「経験価値」の体系と北海道マーケティングへの応用イメージ

（出典）経験価値の５つのカテゴリーは参考文献（３）に準拠。それ以外は筆者作成

日常生活から解放された「心のデスティネーション」を目指したメニュー開発、「通」になる体

験プログラム開発、中流層が富裕層トラベルを体験できる観光メニュー開発（疑似ラグジュア

リーツーリズム）などを創り、提供していくことが求められよう。

以上より、今後の北海道マーケティングでは、北海道が提供できるものを「経験価値」の視点

から再構築してみること、また、「創造的・認知的経験価値」、「肉体的経験価値とライフスタイ

ル全般」などにかかわる新しい価値をもった提供物を創る努力をおこなうことが重要な戦略とな

る。

４．北海道マーケティングの要点３：企業もDMOも皆で一緒になって取り組む

北海道マーケティングにおいて、最後に問われるのは、「誰がやるのか」である。今、国内で

広まっているのは、企業（旅行会社、宿泊施設、旅客運輸会社、観光施設等）がおこなうマーケ

ティングと、DMO（目的地経営／マーケティング組織体）がおこなうデスティネーションマー

ケティングを区別する考え方である。すなわち、企業がやるのは個々の観光関連商品のマーケ

ティング、DMOがやるのはデスティネーション全体のマーケティングという発想である。

しかし、両者は本来は一体的なものである。地域が供給できる「価値ある提供物」は、つきつ

めていくと、域内の企業や観光施設が提供するモノやサービスである。わかりやすい例でいう

と、心地良いホテル、美味しい料理、美しい景観、癒される温泉、満たされるツアー商品などの

「価値ある提供物」は、地域に立地している個々のホテルや旅館、飲食店、観光施設、旅行会社

が創り、提供しているものである。これらの集合体としてデスティネーション（目的地）は成り

立っているのであるから、個々の企業のマーケティングが無ければ、デスティネーションマーケ

ティングは成立しないということである。

では、DMOは、いったい何をマーケティングするのか。マーケティングの定義にしたがうな

ら、DMOも何らかの「価値ある提供物」を創り供することが求められる。単に地域にすでにあ

る観光資源をまとめて、広報PRするだけでは本来の役割を担っているとは言えない。個々の企
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業が提供できない価値、市場性をもった新しい価値をつくりだす必要がある。

観光分野にしぼった具体的な例としては、「地域ブランド価値の創造」があげられる。個々の

企業は、自ら提供する商品のブランディングは可能であるが、地域全体のブランディングはでき

ないからである。先に述べたように、味覚という経験価値に着眼し「北海道は“異次元味覚”を

提供します」というコンセプトにもとづくブランディングとマーケティングは、DMOでしかで

きない。もう一つの例としては、経験価値にもとづく新しいツーリズム商品（サイエンスツーリ

ズム、疑似ラグジュアリーツーリズム、アドベンチャートラベル等）の開発と事業展開があげら

れる。DMO自らが域内のどこかで実際の事業をやり、成功すれば確実にデスティネーション全

体の振興につながるのである。

なお、国の日本版DMOの定義によれば、DMOには、マネジメントの役割も担うことが期待さ

れている。確かに、観光地域づくりを実現するための戦略を策定するとともに、それを着実に実

施するための調整機能を果たすことはとても重要である。しかし、自らのマーケティング努力に

よって、市場性をもった「価値ある提供物」を創り出さなければ（収入源を生み出さなけれ

ば）、組織体としてのDMOの持続的発展は難しいと言わざるをえない。

５．まずは、世界標準の「デスティネーション・マーケティング・プラン」づくりから

最後に、これまで述べてきたような北海道マーケティングを確実に実行し、成果を得るために

は、世界で標準となっている「デスティネーション・マーケティング・プラン」の北海道版を策

定することが極めて重要である。詳細な解説と提案は別の機会に譲るが、北海道マーケティング

の設計図であると同時に強力なPR媒体にもなる、読んで見てワクワクするようなエッジの効い

た科学的なマーケティングプランづくりが、道全体や各地域でさかんになることを期待したい。
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１．はじめに

現在、中国という国やその経済の概況について端的に語る事は難しい状況にあります。国自体

が大きい上、変化が速すぎるのです。その変化の激しさは、１年前どころか半年前の駐在員の話

が状況判断を狂わせる可能性すらある程です（勿論、私の言う事についても同様です）。

まず、中国の人口規模は、欧州全域及びロシアの人口の約２倍もあります。経済レベルは、省

や直轄市単位でも、まるで欧州各国を比較する程の差があり、文化面でも違いがあります。しか

も、そのような大きなサイズの国の中で、旧態依然としていた産業の高度化・新規産業の進化・

イノベーションの創出といった変化が同時多発的に発生し、かつ激しい勢いで続いているという

状況は、明治維新と高度経済成長が同時に起きているようで、小さな島国に住む我々日本人の感

覚では、なかなか捉えきれません。実際、日本国内の書店に陳列された中国関連の本を読むと、

何が本当なのか混乱する事でしょう。日本から「日本人の常識」や「西洋から学んだ常識」で分

析しようとしても無理があるのです。

そのため、少しでも中国やアジアそして世界へとビジネスを拡げていきたいと感じていらっ

しゃる方は、まず今の中国を見に来て下さい。当事務所には、北洋銀行とお取引頂いている皆

様、中国進出を検討されている日本企業の皆様、そして既に進出している日本企業の駐在員の皆

様など多くの方がいらっしゃいますが、ほとんどの方が「日本国内での報道と現実の乖離の大き

さにショックを受け、帰国後は日本国内での書籍や報道の多くに違和感を覚える」とおっしゃら

れます。国内で触れられる情報は、ネガティブキャンペーン的な報道や過去にビジネスで失敗し

た人の話ばかりに偏ってしまっているのです。このレポートを含め、書籍の類は参考程度にし、

是非、北洋銀行 上海駐在員事務所にいらっしゃって下さい。「百聞は一見にしかず」であり、そ

こから貴社のビジネスは拡がって行くと思います。

２．中国の経済概況

中国は日本にとって最も身近な外国の一つです。その交流は約２０００年前からと古く、漢の時

代、つまり三国志の時代より前にあたる西暦５７年頃から始まると聞きます。本格的な交流が概ね

１５００年前の遣隋使の時代からとしても、最も交流が長く深い隣国であると言えるでしょう。また

現在、日本に存在する文化には、漢字をはじめ中国からもたらされたものが多く、古代中国に所

縁のある言葉・発音・史跡が日本に現存する事への感動も、中国人観光客増加の一因となってい

るそうです。

その後、紆余曲折を経て中華人民共和国の成立と�小平氏の改革開放があり、以降、外資優遇
策によって、世界各国の資本が投入される中、日本からも企業進出や投資が活発に行われまし

た。そして中国経済は、１９７０年代末の改革開放以降、３０年余りの間、GDP成長率が毎年１０％前後

アジアニュース

中国の経済概況と当行の中国ビジネスサポート
北洋銀行ソリューション部
上海駐在員事務所
所長 長谷山 道人
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という超高度経済成長を続けてきました。この背景には生産年齢人口の急増や貯蓄率の上昇およ

び人的資本の蓄積（教育）の貢献など様々な事がありますが、政府の高い執政能力も大きく影響

したと考えられます。このように言うと違和感があり、誤解が生じるかもしれませんが、政府の

執政能力の高さには羨ましく思える面もあるほどです。

そもそも、この成長に道筋をつけたのは�小平氏による「三段階の目標」でした。第一段階の
「１９８０年代末までに全国民の衣食の問題を解決する」と、第二段階の「２０００年までに一定以上の

生活レベル～一人当たりGDP１，０００ドル～を達成し、ややゆとりのある小康社会を実現する」を

経て、現在は最終段階の「二十一世紀の半ば頃までに中等先進国の仲間入りを果たす」というと

ころにあり、最終的にはGDPで米国を抜く事を目指しています。２０１０年にはGDPが世界第２位に

なり、その後も毎年７％弱伸びています。二桁成長時代に比べると落ち着いてはいますが、経済

優先の政策からバランスのとれた社会形成を目指し、これまで後回しにしてきた施策に手を付け

始めているように思われます。

中国への企業進出は、安価な人件費と豊富な労働力を期待し、製造業の工場進出を中心に早く

から行われてきました。その後、一時は、日中間の政治的トラブルや中国の人件費高騰を背景

に、特に労働集約型産業が東南アジア諸国へ移動したという経緯もありましたが、その動きも現

在では一巡。約２０年前のピークの頃に比べ

ると落ち着いているとはいえ、日系企業の

拠点数は３３，３９０１にも上り、日本企業の進

出先としては第２位の米国７，８４９を大きく

離して、常に一位を維持しています。在留

邦人数もピーク時より減少しているとはい

え、現在でも１３万人を超えています。ま

た、大きな消費市場・発達した高速交通網

および物流網・高度な技術力・日本や韓国

からの距離・陸路による欧州への物流、な

ど、消費市場としての面や地の利を背景に

高度な二次産業・三次産業へのシフトが起

こっている状況です。

３．北海道企業の進出状況

現在、中国では、水産加工業・自動車部品製造業・機械部品製造業・農業機械製造業など様々

な業種の道内企業が活躍しています。しかし、北海道は他の都府県に比べ製造業が少ない事もあ

り、残念ながらその数は１００社以下２（うち当行取引先は８０社前後）に留まっています。ほとんど

の工業先進県（愛知県・静岡県・神奈川県・千葉県・大阪府・岡山県・広島県・愛媛県・福岡県

リニアモーターカー

１中国経済データハンドブック２０１６年度版より
２中国経済データハンドブック２０１６年度版より
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など）が概ね５００社～１，０００社である事を考える

と、その差は歴然です。

しかし、近年では、中国への見方も「労働市

場」から「消費市場」へと変わってきました。所

得や消費は今後も上昇が続き、民度も高まるとの

期待から、中国を「世界一の市場」として捉える

動きが世界的に拡大しており、北海道でも多くの

企業が今後の展開先として注目をしています。こ

れまでは「生産地」として捉えてきた企業も、現

地の巨大な販売市場に向けた生産へのシフトチェ

ンジや、販売拠点としての進出に取り組んでいる

のです。例えば、株式会社ニトリさまは、以前よ

り中国に進出し、現地に工場等を有していました

が、近年の中国の変化を間近で見て、中国を販売

市場として捉える様に変化されました。そして先

行する他国資本の類似業者を睨みながら、多店舗

展開を進め、日本人は勿論、世界中から集まる

人々、中国の方々に受け入れられています。

勿論、過去に中国進出を試みたものの、その後

撤退したという企業もあります。その原因は様々

ですが、主な要因は、市場の読み違い・日本流の

一方的な押しつけによる従業員離散・合弁相手や

協力相手への見誤り・人任せによる当事者意識欠

如などとなっているようです。

４．当行の中国ビジネスサポート体制

中国に関し、日本国内で得られる情報には限度があります。法律の変化が激しく、情報が錯綜

している事もあり、日本で正確な情報を入手するのは容易ではありません。また、「これからが

中国市場の本番」、「世界一の市場」と言われてはおりますが、進出直後から多くの利益を獲得で

きるほど甘い市場ではありません。それでも、道内および国内の市場が縮小していく中、中国が

将来の魅力的な市場であることに間違いはないでしょう。当行では、上海と大連に駐在員事務所

を持ち、現地で構築したネットワークや提携を活かして道内企業・お取引先企業の中国進出を全

力でサポートしております。冒頭で述べたように「百聞は一見にしかず」。まずはお気軽にお近

くの北洋銀行本支店・ソリューション部・上海駐在員事務所までお問い合わせください。

以上

中国の高層ビル
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経済コラム 北斗星

液状化現象に陥ったコーポレートガバナンス
「コンプライアンス」の重要性が叫ばれて久しい。過去の企業不祥事の経験を踏まえ、

コーポレートガバナンスの強化策も次々と打ち出されて来た。大方の企業においては、「コ
ンプライアンス指針」の策定、「コンプライアンス委員会」の設置、「コンプライアンス研
修」の充実、「内部告発受付窓口」の設定などその対応に注力してきた。しかしながら昨今
の株式会社東芝、日産自動車株式会社、株式会社神戸製鋼所、株式会社商工組合中央金庫、
株式会社SUBARU（以下、東芝、日産、神鋼、商工中金、スバル）の一連の企業不祥事に
関する報道を見ると、建前と現実の余りにも大きな乖離に驚かされる。以下、新聞報道を中
心に、コーポレートガバナンスの基本を大きく逸脱していると思われるポイントを整理して
みたい。
第１は、経営陣の自覚の欠如についてである。東芝では、歴代社長の経営方針の歪み・過
度な利益追求が会計処理の不正の背景にあるとされているほか、商工中金でも過度な業績プ
レッシャーが今回の不正融資を誘発したとされている。経営トップの自覚の欠如が組織の体
質を如何に歪めるか、正に絵にかいたような事例といえよう。
第２は、不適切な行為が、極めて長期間に亘り行われてきたという点である。日産では４０
年余り、スバルでは３０年近く、神鋼では、２００６年、２００８年にもデータ改ざん事件があったと
いう。これらは、結果において内部管理体制がほとんど機能してこなかったことを示してい
る。
第３は、不正が社内の極めて広範な部署で行われてきたことである。一部の社員、一部の
部署で引き起こされた不正ではなく、いわば組織ぐるみの不祥事であるということだ。商工
中金では、貸出先の財務データの改ざんにかかる内部処分者が実に８００人以上に及び、不正
は９割の店舗で行われていたという。このことは、経営陣のみならず、企業の従業員の殆ど
にコンプライアンス意識が欠如していたことを示している。恐らく各企業ともこれまで「コ
ンプライアンス研修」などにはある程度の時間と労力を払ってきたに相違ない。不祥事がこ
のように組織に蔓延する前に何故もっと早くストップがかけられなかったのか。組織全体の
責任感の欠如には正直驚かされる。
第４は、不正事実の隠蔽である。神鋼では、検査データ改ざんが発覚した後も一部の工場
で社内監査に対し不正の事実を隠蔽する動きがあったという（１０月２１日付、朝日新聞）。証
拠隠滅は罪一等重いというのは世の中の常識である。ところで、一連の企業不祥事は、こう
した事件の「後遺症」が如何に重いものであるかということも教えてくれている。東芝は、
もう２年に亘って経営改善に取り組んできており、本年１０月になってようやく「内部管理体
制の改善計画」を公表した。東芝のこれからの姿については改めて開示するとしている（１０
月２０日付、同社公表資料）。日産では１０月２０日以降、国内６工場で生産・出荷を停止、１１月
１日以降国土交通省の立ち入り検査が行われる（１１月２日付、読売新聞）。商工中金につい
ては、完全民営化を含め組織の抜本的改革論議に発展しそうな雲行きだ（１０月２７日付、日本
経済新聞・社説）。神鋼では米国司法省の調査が入り、一部商品のJIS認証が取り消された
（１０月２７日付、日本経済新聞）。液状化したコ一ポレートガバナンス体制の再構築の厳しさを
しっかり心に留めたい。

（平成２９年１１月６日 北洋銀行会長 横内 龍三）
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【全体概要】
・９月の販売額は、５，２６５万円（前年同月比＋７．４％）、レジ客数３１，３５６人（同＋１０．３％）、客単価
１，６７９円（同▲２．７％）。３連休があり観光客も依然多く見られ、お土産需要が続いたことや獲
れたて野菜販売会開催などにより、販売額及びレジ客数は前年を上回った。
・９月２７日からは約１ヵ月間のロングランで空知フェアを開催しており、空知管内の米や農産品
等を販売している。
・部門別では、菓子類はじゃがポックル、白い恋人、マルセイバターサンドが観光客に人気で、
特に若い女性にはパッケージがかわいらしい商品が好評であった（同＋７．８％）。農産類では自
家用でもお土産用としてもお手頃で購入しやすい「十勝ポップコーン」がよく売れていた（同
＋７．６％）。次いで、畜産加工品（同＋５．５％）、乳製品（同＋０．１％）など軒並み前年を上回る
売上げとなった。個別の商品では、以前TVで紹介された「鮭キムチ」の問い合わせが依然続
いているほか、足寄のチーズが売上を伸ばしている。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ オホーツク さざ波サーモン １，０６５ ２５０ ２６６，２５０
２ 空知 鮭キムチ １，０００ １６０ １６０，０００
３ 日高 とろろ昆布 ６００ １２６ １０３，９５０
４ 釧路 さんま丼 ２６９ ３７５ １００，７１６
５ 宗谷 ミックス昆布８５ ５００ １８４ ９２，０００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 十勝 手作り餃子１２００g １，６９４ ８５ １４３，６５２
２ 十勝 手作り餃子６００g ８９８ １１０ ９８，６０１
３ 石狩 放牧豚無添加ポークウインナー ２８４ ２１７ ８６，３６６
４ 渡島 燻製たまご 函館物語 ３個 ３８０ １４１ ５３，５４２
５ 上川 エゾ鹿ジャーキー ８２５ ５７ ４７，０２５

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 上川 わっさむペポナッツ１００g ９８０ １３６ １３３，２８０
２ 石狩 冷凍ハスカップ １，３３３ ５７ ９１，２００
３ 上川 バタじゃが ５個入 ６００ １４８ ８８，６８０
４ 空知 塩ゆで落花生 １，１００ ７７ ８５，１８０
５ 十勝 十勝ポップコーン ２１３ ３６２ ７７，０６４

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 渡島 トラピストバター １，１４３ ６３ ７５，１２０
２ 後志 ニセコのむヨーグルト５００ml ３４３ １１９ ４０，３９２
３ 胆振 カチョカバロピッコロ ６３０ ６４ ４０，３２０
４ 根室 養老牛放牧牛乳９００ １，０６５ ３７ ３９，４０５
５ 根室 べつかいのコーヒー屋さん１８０ml １２０ ３０９ ３６，８１６

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 じゃがポックル ８００ １，３９２ １，１４０，０４８
２ 十勝 マルセイバターサンド １０入 １，１１１ ５９９ ７２０，２３７
３ 石狩 白い恋人 １８枚 １，０５７ ６３４ ６６５，０９８
４ 十勝 マルセイバターサンド ５入 ５５６ ９９８ ５９９，６７８
５ 石狩 白い恋人 １２枚 ７０５ ７３４ ５１６，７３６

＜札幌店＞ 札幌市北区北６西４ JR札幌駅西通り北口 北海道さっぽろ「食と観光」情報館内
＜資料出典＞ 一般社団法人 北海道貿易物産振興会 ホームページ

http : //www.dousanhin.com/shop/sapporo_jr/index-supportdata.php
＜問合せ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

北海道どさんこプラザマーケット情報 札幌店 【平成２９年９月分】

（１）水産品 【８１７万円】

（２）畜産加工品 【２０９万円】

（３）農産品 【５０７万円】

（４）乳製品 【１９７万円】

（５）菓子類 【２，１５４万円】
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 r ９４．９ △２．５ r ９７．５ ０．９ r ９５．６ △０．５ r ９６．４ △１．１ r１００．７ △３．２ r１０６．１ １．１
２８年度 ９５．０ ０．１ ９８．６ １．１ p９４．２ △１．５ ９７．２ ０．８ ９８．０ △２．７ r１０１．９ △４．０

２８年７～９月 r ９５．０ １．４ ９８．０ １．６ r ９４．６ ２．０ ９６．３ １．０ r ９８．６ △４．２ r１０９．９ △２．２
１０～１２月 r ９５．４ ０．４ ９９．８ １．８ r ９４．８ ０．２ ９８．６ ２．４ r ９６．７ △１．９ r１０７．３ △２．４

２９年１～３月 r ９６．０ ０．６ １００．０ ０．２ r ９４．３ △０．５ ９８．５ △０．１ r１００．３ ３．７ r１０９．７ ２．２
４～６月 ９７．７ １．８ １０２．１ ２．１ ９８．６ ４．６ １００．０ １．５ r１００．７ ０．４ １１０．６ ０．８
７～９月 p９５．９ △１．９ １０２．５ ０．４ p９６．６ △２．１ r１００．４ ０．４ p９８．６ △２．１ １０７．５ △２．８

２８年 ９月 r ９５．３ １．１ r ９８．６ ０．３ r ９５．９ ２．５ r ９６．８ ０．６ r ９８．６ △２．２ r１０９．９ △０．５
１０月 r ９４．４ △０．９ r ９８．９ ０．３ r ９３．９ △２．１ r ９７．９ １．１ r ９７．２ △１．４ r１０８．５ △１．３
１１月 r ９６．０ １．７ ９９．９ １．０ r ９５．２ １．４ r ９８．９ １．０ r ９５．８ △１．４ r１０６．６ △１．８
１２月 r ９５．８ △０．２ １００．６ ０．７ r ９５．２ ０．０ ９８．９ ０．０ r ９６．７ ０．９ r１０７．３ ０．７

２９年 １月 r ９４．６ △１．３ r ９８．５ △２．１ r ９２．９ △２．４ r ９７．８ △１．１ r ９９．６ ３．０ １０７．４ ０．１
２月 r ９６．８ ２．３ r１０１．７ ３．２ r ９５．３ ２．６ r ９９．２ １．４ r１００．４ ０．８ r１０８．１ ０．７
３月 ９６．５ △０．３ r ９９．８ △１．９ ９４．７ △０．６ r ９８．４ △０．８ １００．３ △０．１ r１０９．７ １．５
４月 r ９８．５ ２．１ r１０３．８ ４．０ r ９８．７ ４．２ r１０１．１ ２．７ １０１．７ １．４ r１１１．３ １．５
５月 r ９８．１ △０．４ １００．１ △３．６ ９８．９ ０．２ ９８．２ △２．９ １００．５ △１．２ １１１．３ ０．０
６月 ９６．６ △１．５ １０２．３ ２．２ ９８．２ △０．７ １００．７ ２．５ １００．７ ０．２ １０９．１ △２．０
７月 r ９５．５ △１．１ １０１．５ △０．８ ９６．５ △１．７ １００．０ △０．７ r ９９．２ △１．５ １０７．９ △１．１
８月 ９７．５ ２．１ １０３．５ ２．０ r ９６．０ △０．５ １０１．８ １．８ r ９９．４ ０．２ １０７．３ △０．６
９月 p９４．６ △３．０ １０２．５ △１．０ p９７．２ １．３ ９９．３ △２．５ p９７．３ △２．１ １０７．３ ０．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２８年度 r ９５３，９０７△０．８ r １９５，２６３△１．１ r ２０２，８５０ △３．５ r ６５，６１０ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０

２８年７～９月 ２３３，７５９ １．４ r ４７，４６９△１．６ ５０，４８５ １．９ １５，３７８ △３．７ １８３，２７４ １．２ r ３２，０９１ △０．５
１０～１２月 ２５７，５３８ ０．０ r ５３，１２５△０．７ ５５，１０３ △７．６ １８，６６７ △３．４ ２０２，４３５ ２．２ r ３４，４５９ ０．８

２９年１～３月 r ２３４，３０５△０．２ r ４７，５４８△１．５ r ５０，９７２ △３．９ r １６，２４６ △２．２ r １８３，３３４ ０．９ r ３１，３０２ △１．１
４～６月 r ２２９，５３９ ０．５ r ４７，１５８ ０．１ r ４４，９８８ △２．８ １５，２５８ △０．４ １８４，５５１ １．４ r ３１，９００ ０．３
７～９月 p２３３，９４７ ０．１ p ４７，８０２ ０．７ p ４７，８０６ △５．３ p １５，３４６ △０．２ p１８６，１４１ １．６ p ３２，４５６ １．１

２８年 ９月 ７４，２７９ ３．１ r １４，７１０△２．７ １６，７８８ ７．２ ４，６８４ △５．２ ５７，４９０ １．９ r １０，０２６ △１．４
１０月 ７８，０７４ １．６ r １５，９７０△０．６ １６，１１３ △７．２ ５，２４５ △４．６ ６１，９６２ ４．１ r １０，７２５ １．４
１１月 ７８，４２９ ０．４ １６，４７９△０．１ １６，４７９ △７．４ ５，７９６ △３．３ ６１，９４９ ２．６ １０，６８３ １．８
１２月 １０１，０３５△１．５ ２０，６７６△１．２ ２２，５１１ △７．９ ７，６２５ △２．６ ７８，５２４ ０．５ １３，０５１ △０．４

２９年 １月 ８１，３６１ ０．８ １６，７４３△１．０ １８，０８２ △２．４ ５，７４０ △２．２ ６３，２７９ １．７ １１，００３ △０．４
２月 ７２，５１１△０．５ １４，４９３△２．６ １５，２１９ △３．７ ４，７７４ △２．８ ５７，２９２ ０．３ ９，７１９ △２．６
３月 r ８０，４３３△０．７ r １６，３１２△０．９ r １７，６７１ △５．５ ５，７３２ △１．７ r ６２，７６３ ０．７ １０，５８０ △０．５
４月 r ７６，４７７ １．３ r １５，５８３ ０．８ r １４，７２９ △２．３ r ４，９９５ △０．４ r ６１，７４８ ２．２ r １０，５８８ １．３
５月 ７７，０９３△０．１ １５，８８１△０．６ １５，００５ △３．８ ５，０６９ △１．１ ６２，０８８ ０．９ １０，８１１ △０．４
６月 ７５，９７０ ０．４ r １５，６９４ ０．１ １５，２５５ △２．２ ５，１９４ ０．２ ６０，７１４ １．２ １０，５００ ０．０
７月 ８１，５５９ ０．４ １７，１７９△０．２ １７，３９６ △５．５ ６，０１０ △２．５ ６４，１６２ ２．２ １１，１６９ １．１
８月 r ７８，９７４ ０．９ １５，６５５ ０．７ １５，１１５ △１．１ ４，５５２ ０．５ r ６３，８６０ １．４ １１，１０３ ０．８
９月 p ７３，４１４△１．２ p １４，９６８ １．８ p １５，２９５ △８．９ p ４，７８４ ２．１ p ５８，１１９ １．１ p １０，１８４ １．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１２月号

ｏ．２５７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2017.11.16 19.39.36  Page 25 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２８年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，６６５ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４

２８年７～９月 ３４，０３１△０．１ １０，７０４△３．１ ６２，１１１ ５．２ r １４，５１１ ５．７ ３２，５４０ △０．５ r ８，１８５ △１．１
１０～１２月 ３６，０５１△２．５ １０，８８４△０．９ ６０，８５６ ４．１ r １４，７６３ ５．６ ３５，５２４ △３．５ r ８，７９３ △０．５

２９年１～３月 ３６，７２０ ０．６ １０，６９８ １．５ r ６１，１３５ ４．３ r １４，０９４ ３．０ ２４，７４５ △２．３ ７，２４５ △０．７
４～６月 ３１，０２５ ２．８ ９，８０９ １．１ r ６１，７５８ ５．４ r １５，１００ ５．６ ３６，７１９ ０．１ ８，７８５ △０．４
７～９月 p ３５，９５９ ５．７ p １１，３２０ ５．８ p ６５，７０７ ５．８ p １５，４５２ ６．５ ３３，０６７ １．６ p ８，１９２ ０．１

２８年 ９月 １０，９１６ ２．２ ３，１１９ ０．３ ２０，０２８ ４．９ r ４，５７３ ５．３ ９，９３０ ０．９ r ２，４６８ △４．３
１０月 １０，９０６ ３．９ ３，１２４ ２．４ ２０，０７８ ４．８ r ４，７９２ ５．３ １１，１９３ △１．７ r ２，７３８ △０．４
１１月 １０，８０７△４．０ ３，２５２△３．１ １９，９７７ ４．１ r ４，６８９ ５．８ １１，１１８ △３．６ r ２，７３７ ０．８
１２月 １４，３３８△５．８ ４，５０７△１．５ ２０，８０１ ３．３ r ５，２８２ ５．７ １３，２１３ △４．８ r ３，３１８ △１．７

２９年 １月 １２，８６９△１．７ ３，７１６△０．６ ２１，７８４ ６．５ ４，７０４ ５．４ ８，５０４ △１．５ ２，４３３ ０．０
２月 ９，７８１△１．２ ２，９６０△１．０ ２０，６０１ ５．０ ４，５３７ １．３ ７，１００ △１．８ ２，１８９ △２．０
３月 １４，０７０ ４．１ ４，０２２ ５．４ r １８，７５０ １．２ r ４，８５３ ２．３ ９，１４１ △３．５ ２，６２３ △０．３
４月 r １０，９２０ ５．７ r ３，３１６ ５．７ r ２０，２９４ ５．６ r ４，９３３ ５．５ r １１，８０９ １．１ r ２，９６２ ０．４
５月 ９，９５２ ０．８ ３，２３６ ０．４ ２０，２００ ６．２ ５，１０４ ５．８ １３，６２５ △２．８ ３，１２５ △０．７
６月 r １０，１５３ １．８ ３，２５７△２．４ r ２１，２６４ ４．４ r ５，０６４ ５．６ １１，２８５ ２．７ ２，６９８ △０．８
７月 １４，１９０ ２２．５ ４，５９５ ９．４ ２２，２２８ ７．３ ５，３５５ ６．１ １２，０２９ ４．５ ２，９１０ △０．９
８月 １１，０５５△４．２ ３，５６７ ５．４ ２２，３２６ ４．５ ５，１７４ ５．７ １１，２５０ １．４ ２，７７５ △０．２
９月 p １０，７１４△１．９ p ３，１５８ １．２ p ２１，１５３ ５．６ p ４，９２３ ７．７ p ９，７８８ △１．４ p ２，５０７ １．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２８年度 ５６１，０５５ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２

２８年７～９月 １４８，９２２ １．４ ３０，２６３ ３．７ ２４３，１０２ △２．３ ２７３，８４１ △２．９ ４，１１１ ５．５ ３６２ １１．５
１０～１２月 １４１，７２３ ２．８ ２９，３００ ３．９ ２８６，５７０ ５．９ ２９０，４３２ △０．３ ３，１８７ ２．６ ３５９ １６．７

２９年１～３月 １２９，６７０ ２．２ ２７，４００ ２．５ ２６４，７４２ ５．９ ２７９，２７８ △１．６ ２，９８８ ３．８ ４１９ １１．５
４～６月 １３８，４２９ ２．７ r ２９，２０９ ３．２ ２５１，６１６ １．８ ２８２，５９６ ０．７ ３，２８８ ２．７ ３２３ ２６．８
７～９月 p１５１，２３３ １．６ p ３１，０５７ ２．４ ２５３，７１２ ４．４ ２７６，１０６ ０．８ ４，１２９ ０．４ ４５９ ２６．９

２８年 ９月 ４７，０６１ ２．０ ９，５５２ ４．０ ２４４，８７４ △７．２ ２６７，１１９ △２．６ １，３３２ ４．８ ９７ ２０．２
１０月 ４８，２４８ ３．９ ９，８９３ ４．３ ２６６，５９８ ４．０ ２８１，９６１ △０．２ １，２１４ ５．２ １１５ １９．６
１１月 ４４，３５５ １．１ ９，３３２ ３．８ ２８０，６０４ ６．９ ２７０，８４８ △０．９ ９９９ ４．１ ９３ ２０．６
１２月 ４９，１２０ ３．３ １０，０７５ ３．７ ３１２，５０８ ６．７ ３１８，４８８ ０．１ ９７４ △２．０ １５２ １２．４

２９年 １月 ４３，７４５ ２．８ ９，１６０ ３．３ ２７８，４４０ １０．８ ２７９，２４９ △０．６ ９６１ ５．１ １６３ １７．２
２月 ４０，６６９ １．０ ８，５４２ ０．８ ２５１，８２２ ６．６ ２６０，６４４ △３．４ ９４４ １．１ １４８ ４．８
３月 ４５，２５６ ２．７ ９，６９８ ３．２ ２６３，９６４ ０．５ ２９７，９４２ △１．０ １，０８４ ５．０ r １０８ １３．０
４月 r ４４，２５３ ２．６ r ９，５１４ ３．３ ２６２，７２３ ２．６ ２９５，９２９ △０．９ ９４３ ０．８ r ９７ ２９．３
５月 ４７，３９３ ２．４ ９，９６５ ３．６ ２３２，２９２ △４．８ ２８３，０５６ ０．４ １，１５３ ５．０ r １１０ ３１．１
６月 ４６，７８３ ３．１ ９，７３１ ２．９ ２５９，８３４ ７．６ ２６８，８０２ ２．８ １，１９２ ２．１ r １１６ ２１．０
７月 ５２，８２０ ４．７ １０，７６３ ３．１ ２４２，７６２ ０．１ ２７９，１９７ ０．４ １，３０６ ０．２ r １７８ ２４．１
８月 ５０，９８０△０．８ １０，５１３ １．９ ２７５，５２０ １３．９ ２８０，３２０ １．４ １，５２１ ３．０ r １６２ ３２．８
９月 r ４７，４３３ ０．８ p ９，７８１ ２．１ ２４２，８５５ △０．８ ２６８，８０２ ０．６ １，３０２ △２．３ p １２０ ２３．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０１７年１２月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，８５９ ７．４ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２８年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５

２８年７～９月 １０，７０７ ４．６ ２，５３１ ７．１ ５８６ △５．８ １１，８１１ ４．１ ２６，１３０ ６．５
１０～１２月 １０，１２６ ９．７ ２，５０７ ７．９ ３９９ １４．７ １０，８０３ ２．７ ２３，７２５ ３．６

２９年１～３月 ５，９７６ １０．４ ２，２３３ ３．２ ２４４ △１５．６ １０，７０８ ４．９ ２８，５４６ △１．０
４～６月 １１，２０２ ４．６ ２，５００ １．２ ６５６ １３．１ １２，３９３ ３．５ ２３，６７３ △１．０
７～９月 １０，５５３ △１．４ ２，４６９ △２．４ ６７９ １５．８ １２，２３８ ３．６ ２５，４７７ △２．５

２８年 ９月 ３，４３３ １．３ ８５６ １０．０ ２１２ △２．２ ４，００８ １０．１ １０，９８２ ４．３
１０月 ３，９９５ ２０．６ ８７２ １３．７ ２１０ ２４．６ ３，５１７ △５．６ ７，２６２ △５．６
１１月 ３，４９７ １０．８ ８５１ ６．７ ９７ △２．２ ３，８０２ １４．２ ７，３７８ １０．４
１２月 ２，６３４ △４．５ ７８４ ３．９ ９１ １４．８ ３，４８４ ０．６ ９，０８５ ６．７

２９年 １月 １，５３６ ２９．５ ７６５ １２．８ １０１ ７９．６ ３，６８３ ２０．４ ６，６９８ △８．２
２月 １，８２７ １５．８ ７０９ △２．６ ３７ △４０．２ ３，９０１ ９．７ ７，７７１ ５．６
３月 ２，６１３ △１．４ ７５９ ０．２ １０６ △３７．９ ３，１２３ △１３．０ １４，０７７ △０．７
４月 ４，３４１ ２１．７ ８４０ １．９ １７３ ２６．６ ３，９７５ ２１．２ ７，９２９ ２．７
５月 ３，４４９ △６．４ ７８５ △０．３ ２２９ ２８．０ ４，０３７ △１０．０ ６，７９７ ０．６
６月 ３，４１２ △１．３ ８７５ １．７ ２５５ △４．０ ４，３８１ ４．０ ８，９４７ △５．２
７月 ３，５９５ ７．５ ８３２ △２．３ ２２０ ２５．０ ３，８１７ １４．１ ７，２１７ △７．５
８月 ３，３０５ △１５．９ ８０６ △２．０ ２１９ １０．４ ４，１５０ △６．９ ７，６６６ ４．４
９月 ３，６５３ ６．４ ８３１ △２．９ ２４１ １３．２ ４，２７１ ６．６ １０，５９４ △３．５

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２８年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１

２８年７～９月 ４４，３６４ ２．４ １５，２４７ １１．２ １５，７８３ △３．８ １３，３３４ １．０ １，０２４，４４１ △０．３
１０～１２月 ３７，５３６ ７．１ １２，３７８ １０．８ １３，２８２ １１．４ １１，８７６ △０．５ ９８９，３６２ ５．６

２９年１～３月 ５１，５１６ ７．２ １８，３７２ ３．５ １７，３７９ ２０．７ １５，７６５ △１．０ １，３４０，５１１ ７．８
４～６月 ４９，１９４ １５．５ １６，６０３ １１．４ １８，４５１ １５．１ １４，１４０ ２１．２ １，００６，１２３ １３．２
７～９月 ４６，６３９ ５．１ １５，０１８ △１．５ １７，０２７ ７．９ １４，５９４ ９．４ １，０６５，９４０ ４．１

２８年 ９月 １５，７９３ ２．２ ５，６５４ １４．７ ４，７３１ △７．３ ５，４０８ △０．３ ３９６，９０５ △０．７
１０月 １２，４１４ １．１ ４，２４３ １６．２ ４，１５３ △６．３ ４，０１８ △４．３ ３１４，７０５ △０．２
１１月 １３，２７５ １１．４ ４，０９９ １５．２ ４，９７３ １９．３ ４，２０３ ０．２ ３４１，８３３ ８．８
１２月 １１，８４７ ９．４ ４，０３６ １．８ ４，１５６ ２５．１ ３，６５５ ３．２ ３３２，８２４ ８．１

２９年 １月 １２，２８４ ５．１ ４，１９９ △７．３ ４，２４６ ２７．２ ３，８３９ ０．６ ３４３，４２４ ４．４
２月 １４，１５１ ５．８ ４，９７５ ３．３ ４，５３６ １７．９ ４，６４０ △１．５ ４１３，３１６ ８．２
３月 ２５，０８１ ９．０ ９，１９８ ９．５ ８，５９７ １９．２ ７，２８６ △１．５ ５８３，７７１ ９．６
４月 １５，３２６ １２．７ ５，３４０ ２１．８ ５，７１７ ６．０ ４，２６９ １１．９ ２９７，２８４ １０．４
５月 １４，５６９ １８．９ ４，７９８ １３．８ ５，２２６ ２２．９ ４，５４５ ２０．３ ３１２，３９０ １３．４
６月 １９，２９９ １５．１ ６，４６５ ２．６ ７，５０８ １７．６ ５，３２６ ３０．７ ３９６，４４９ １５．１
７月 １６，６９６ ２．３ ５，３３２ △１．２ ６，４５０ △１．４ ４，９１４ １２．２ ３５７，２６７ ２．６
８月 １３，２７３ ８．３ ４，１８４ △０．３ ５，１４９ １４．１ ３，９４０ １１．１ ２９０，８２２ ４．１
９月 １６，６７０ ５．６ ５，５０２ △２．７ ５，４２８ １４．７ ５，７４０ ６．１ ４１７，８５１ ５．３

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１２月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２８年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０

２８年７～９月 ２２０，１５６ ２．１ ４０，８０７ ６．８ １．０７ １．２２ ３２，６６９ ３．５ ８０５，３７３ ５．９ ３．９ ３．１
１０～１２月 ８０，２８２ △１７．０ ２８，００７ △４．５ １．０９ １．３２ ２９，２５３ １．６ ７７８，９７７ ４．７ ３．３ ２．９

２９年１～３月 １７６，６３７ ８４．０ ２９，５４９ ９．９ １．０５ １．３５ ３３，７０２ ２．９ ８７７，７２６ ５．０ ３．８ ２．９
４～６月 ４３９，２２２ ９．６ ４８，２５１ ２．６ １．０２ １．２４ ３２，３３７ ０．３ ８２６，１３７ ５．６ ３．４ ３．０
７～９月 ２２２，６２８ １．１ ３７，５７３ △７．９ １．１１ １．３５ ３２，８０７ ０．４ ８４８，９９７ ５．４ ３．２ ２．８

２８年 ９月 ５４，０７１ △８．１ １４，７１６ １８．１ １．１０ １．２６ ３３，０９６ ８．０ ８３２，８６１ ９．１ ↓ ３．０
１０月 ４２，１８９ △９．３ １１，２７３ △１０．０ １．０９ １．２８ ３２，８６４ △２．６ ８４０，９５３ △０．３ ↑ ２．９
１１月 ２０，７５９ △３９．４ ８，２２０ △５．７ １．１０ １．３１ ２９，１６１ ５．７ ７７４，９４５ ７．９ ３．３ ３．０
１２月 １７，３３２ ８．８ ８，５１４ ５．３ １．０９ １．３６ ２５，７３４ ２．９ ７２１，０３２ ７．６ ↓ ２．９

２９年 １月 １０，９１６ ８７．３ ６，９９７ ７．１ １．０６ １．３６ ３２，０４２ ０．４ ８７９，３６８ ３．９ ↑ ３．０
２月 ２０，２４１ ２１０．０ ７，６９３ １０．４ １．０６ １．３７ ３４，２４２ ３．２ ８８９，９６５ ５．５ ３．８ ２．８
３月 １４５，４７９ ７４．０ １４，８５９ １０．９ １．０５ １．３４ ３４，８２２ ４．９ ８６３，８４４ ５．５ ↓ ２．８
４月 １４６，７１９ △３．５ ２０，６４６ １．７ １．００ １．２４ ３３，１９４ △３．１ ８２６，７０６ ３．３ ↑ r ２．９
５月 １５５，５６６ １３．８ １２，４２１ ８．５ １．０１ １．２２ ３１，７１９ ３．７ ８０３，６３６ ７．２ ３．４ ３．１
６月 １３６，９３７ ２２．５ １５，１８５ △０．６ １．０４ １．２６ ３２，０９７ ０．７ ８４８，０７０ ６．３ ↓ ２．８
７月 ９４，９４２ △２．１ １２，８８８ △５．４ １．０９ １．３１ ３２，３１７ △３．４ ８２０，３５２ ３．３ ↑ ２．８
８月 ７１，７４５ ３．８ １１，４９４ △７．９ １．１０ １．３５ ３２，０１７ １．８ ８４２，７６３ ６．８ ３．２ ２．８
９月 ５５，９４１ ３．５ １３，１９１ △１０．４ １．１５ １．３８ ３４，０８８ ３．０ ８８３，８７５ ６．１ ↓ ２．８

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２５年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２８年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９

２８年７～９月 ９９．４ △０．９ ９９．６ △０．５ ７４ △３．９ ２，０８７ △０．２ １０２．４０ １６，４５０
１０～１２月 ９９．７ △０．４ ９９．８ △０．３ ６３ ６．８ ２，０８６ △３．１ １０９．３２ １９，１１４

２９年１～３月 ９９．８ １．０ ９９．６ ０．２ ７９ １６．２ ２，０７９ △３．０ １１３．６０ １８，９０９
４～６月 １００．４ １．０ １００．２ ０．４ ７４ １７．５ ２，１８８ ２．８ １１１．０６ ２０，０３３
７～９月 １００．６ １．２ １００．２ ０．６ ５９ △２０．３ ２，０３２ △２．６ １１１．０１ ２０，３５６

２８年 ９月 ９９．５ △０．７ ９９．６ △０．５ ２２ ０．０ ６４９ △３．６ １０２．０４ １６，４５０
１０月 ９９．６ △０．６ ９９．８ △０．４ ２２ ０．０ ６８３ △８．０ １０３．８２ １７，４２５
１１月 ９９．７ △０．５ ９９．８ △０．４ ２１ ４０．０ ６９３ △２．５ １０８．１８ １８，３０８
１２月 ９９．９ ０．１ ９９．８ △０．２ ２０ △９．１ ７１０ １．６ １１５．９５ １９，１１４

２９年 １月 ９９．７ ０．９ ９９．６ ０．１ １７ △１０．５ ６０５ △１０．４ １１４．７３ １９，０４１
２月 ９９．７ １．１ ９９．６ ０．２ ２６ １８．２ ６８８ △４．８ １１３．０６ １９，１１９
３月 ９９．９ １．１ ９９．８ ０．２ ３６ ３３．３ ７８６ ５．４ １１３．０１ １８，９０９
４月 １００．３ １．１ １００．１ ０．３ ２２ △４．３ ６８０ △２．２ １１０．０６ １９，１９７
５月 １００．４ １．１ １００．３ ０．４ ２９ ６１．１ ８０２ １９．５ １１２．２１ １９，６５１
６月 １００．６ １．１ １００．２ ０．４ ２３ ４．５ ７０６ △７．５ １１０．９１ ２０，０３３
７月 １００．４ １．１ １００．１ ０．５ ２３ △２３．３ ７１４ ０．３ １１２．４４ １９，９２５
８月 １００．６ １．３ １００．３ ０．７ １６ △３０．４ ６３９ △１２．０ １０９．９１ １９，５８３
９月 １００．７ １．２ １００．３ ０．７ ２０ △９．１ ６７９ ４．６ １１０．６８ ２０，３５６

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１７年１２月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２７年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２
２８年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２５３ △３．５ r ９８３，２４０ △１３．２ r ６７５，２５３ △１０．２

２８年７～９月 ８７，２４１ △３５．８ １７０，１３８ △１０．２ ２０８，３８５ △３０．４ １６０，５７３ △１９．３
１０～１２月 ９０，４５３ △２８．９ １８５，０５６ △１．９ ２５５，５６３ △１１．６ １７２，４２０ △９．３

２９年１～３月 １０４，３９１ ４．９ １８９，９９１ ８．５ ３２４，３４６ ３１．５ １８６，６９６ ８．６
４～６月 ９１，２９５ △２．６ １８７，８９０ １０．５ r ２８４，９７０ ４６．１ r １８０，７４９ １６．２
７～９月 ９５，３３４ ９．３ １９５，８４９ １５．１ p２７６，９４９ ３２．９ p１８３，８５７ １４．５

２８年 ９月 ３２，２７３ △１９．０ ５９，６８９ △６．９ ７８，１７３ △１４．６ ５４，８２４ △１６．１
１０月 ２６，２８７ △４２．２ ５８，７０２ △１０．３ ６７，２８１ △２６．２ ５３，８９１ △１６．３
１１月 ２５，７３１ △３３．９ ５９，５６４ △０．４ ８７，２２８ △４．１ ５８，０９９ △８．７
１２月 ３８，４３５ △１０．２ ６６，７８９ ５．４ １０１，０５４ △５．６ ６０，４３０ △２．５

２９年 １月 ２６，４２６ △２０．９ ５４，２２０ １．３ r １１６，２８６ ３５．５ r ６５，１３９ ８．４
２月 ３３，８０４ ９．１ ６３，４７５ １１．３ r １１０，７９３ ４６．８ r ５５，３６４ １．２
３月 ４４，１６１ ２５．５ ７２，２９６ １２．０ r ９７，２６７ １４．１ r ６６，１９３ １５．９
４月 ３４，７８７ ２．１ r ６３，２９４ ７．５ r ９７，１９０ ４９．５ r ５８，５０３ １５．２
５月 ２６，６４３ △６．５ r ５８，５１２ １４．９ r １０５，９１０ ４９．６ r ６０，５７６ １７．９
６月 ２９，８６５ △４．２ ６６，０８４ ９．７ r ８１，８７０ ３８．４ r ６１，６７０ １５．５
７月 ３２，２５５ １２．２ ６４，９５２ １３．４ r ９１，９９６ ５３．０ r ６０，７３２ １６．３
８月 ３４，０５６ ２９．９ ６２，７８６ １８．１ r ９３，６４１ ３３．６ r ６１，６９１ １５．３
９月 ２９，０２３ △１０．１ ６８，１１１ １４．１ p ９１，３１２ １６．８ p ６１，４３４ １２．１

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２７年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
２８年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，８８７ ２．８ ４，７６７，６０１ ２．６

２８年７～９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２５１ ２．２
１０～１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７

２９年１～３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
４～６月 １５６，６１５ ３．２ ７，４７７，４８５ ５．０ ９８，９２８ ３．０ ４，７６９，９６１ ３．５
７～９月 １５６，９２９ ３．５ ７，５２０，９３６ ５．２ １００，４９８ ３．４ ４，８０９，６７１ ３．２

２８年 ９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２５１ ２．２
１０月 １５０，８７２ ２．２ ７，１８２，１９１ ７．１ ９７，１３７ ２．２ ４，６４６，２９３ ２．４
１１月 １５２，０４１ ３．０ ７，２５２，３９４ ７．１ ９８，３５７ ２．９ ４，６８１，２３３ ２．６
１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７

２９年 １月 １５１，７７９ ２．５ ７，３２３，４１６ ８．６ ９８，７６５ ２．５ ４，７２９，３６８ ２．８
２月 １５２，７８０ ３．５ ７，３２４，５７０ ７．０ ９９，０３２ ３．０ ４，７３５，２０６ ３．２
３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
４月 １５６，３９３ ３．４ ７，５１８，４９１ ５．６ ９８，６９６ ２．５ ４，７５７，２８７ ３．３
５月 １５７，２６９ ３．５ ７，５２５，７８５ ５．６ ９８，６７６ ２．５ ４，７５４，７０７ ３．３
６月 １５６，６１５ ３．２ ７，４７７，４８５ ５．０ ９８，９２８ ３．０ ４，７６９，９６１ ３．５
７月 １５５，３６８ ３．８ ７，５２５，０４３ ６．２ ９９，６１８ ３．２ ４，７７０，６７０ ３．４
８月 １５７，８７３ ５．０ ７，５２８，９３８ ６．０ ９９，８８７ ３．７ ４，７６７，６０１ ３．３
９月 １５６，９２９ ３．５ ７，５２０，９３６ ５．２ １００，４９８ ３．４ ４，８０９，６７１ ３．２

資料 日本銀行

主要経済指標（５）主要経済指標（５）

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１２月号

ｏ．２５７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2017.11.16 19.39.36  Page 29 



ほくよう
調査レポート

2017

12

No.257
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